別紙様式
平成24年度当初予算　支出科目　款：建築指導費　項：建築指導監督費　目：建築物地震災害対策費
	事業名: 特定建築物耐震補強工事費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　都市建築部 建築指導課 建築安全担当　電話番号：058-272-1111（内3791）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11655@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：42,000千円（前年度予算額：21,000千円）

	事業内容


	１　事業の内容


多数の人が出入りしたり、又は災害対策上重要な道路の沿道にある建築物（民間特定建築物）の耐震化を促進するため、市町村が耐震補強工事を行う特定建築物の所有者に補助金を交付する場合、国及び県が市町村に助成する。
平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震の影響により、県民の耐震診断及び耐震補強のニーズが高まっており、震災対策検証委員会において、県民からの要望に対する的確な予算措置について提言がなされている。

（１）多数の者が利用する建築物（2件）

・対象：昭和56年5月以前に着工した建築物（別途要件有り）

・補助対象限度額：47,300円/㎡×0.23

・補助率：国（1/2）、県（1/4）、市町村（1/4）
（２）緊急輸送道路沿道建築物（2件）

・対象：昭和56年5月以前に着工した建築物（別途要件有り）

・補助対象限度額：47,300円/㎡

・補助率：国（1/3）、県（1/6）、市町村（1/6）
	２　所要経費


（１）多数の者が利用する建築物：11,000千円
（２）緊急輸送道路沿道建築物：31,000千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
６ 社会資本の安全性が高く、災害への備えが整った地域をつくる
・住宅及び多数の人が利用する建築物の耐震化を重点的に促進する
	２　これまでの取組状況


岐阜県耐震改修促進計画（平成19年策定、平成23年10月改定）では住宅及び多数の者が利用する建築物の耐震化率を平成27年度までに9割にすることを目標としており、平成18年度に市町村が行う特定建築物耐震診断への県助成制度を創設した。（緊急輸送道路沿道建築物に対する補助は平成19年度から追加）（実績件数：平成22年度1件）
	３　これまでの取組に対する評価


木造住宅以外の建築物についても助成制度を創設し、耐震化に向けた取り組みを強化した。
	決定額の考え方


市町村の要望額に対応する予算を計上します。
　　
	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	21,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	21,000

	要求額
	42,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	42,000

	決定額
	23,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	23,000


